




































































































要  約

<研究の目的>

 現代の日本における少子化の要因としての「未婚」の問題について、従来とは異なった

観点から実証的に考察することを目的にした。

  ここでいう「未婚」とは、かつてよりも結婚年齢が上昇し、結果として成人期に未結婚

で過ごす人びとが増え、その期間も次第に長くなっていることを指している。

　本研究においては、この「未婚」に関して、次のような観点からアプローチした。

　(1)加齢と共に、結婚に関する本人の判断はどのように変化しているのであろうか。

    考慮される要素が、年齢や地位の変化と共に、どう変化しているのであろうか。

  既存の調査や分析の多くが、意識や統計上の時代効果に焦点を当てているのに対して、

本研究では、加齢効果に焦点を当て、個人の意識の変化を明らかにすることにより、過程

としての「未婚」を浮き彫りにする。

　(2)「未婚」の地域差はどのような形をとっているのであろうか。

　　生育・居住環境としての地域の相違が及ぼす影響はどのようなものであろうか。

  ここでは出身地域ばかりでなく、個人が進学・就職・転勤などによる移動によつて居住

地域を変えることにより、条件や影響の質が変化することも重要な側面として分析に加え

る。したがって、都市部と非都市部との比較という側面に加えて、移動の影響を考慮に入

れて考察する。

<研究の結果>

◆社会学を中心とした分野の既存研究、各種の調査結果の収集、分析

 従来の「未婚」をめぐる議論を整理すると、主として次の 3 つの要因が指摘されてきた

ことが明らかになった。

1.機会構造論:男女の人口比のアンバランス

  同年齢で/年長の男性と年下の女性間で/全国/都道府県/市町村/特定の地域

2.合理的選択論:経済発展に伴う女性の高学歴化、「社会進出」

　結婚と就業(二次、三次産業)の二者択一/雇用形態の問題

「自立」した生活を求める

3.結婚条件論:結婚相手の「条件」の変化

  生活の条件、ライフスタイル、人柄など/本人の求める条件、親の求める条件

女性側の変化に重点、男性は「保守的」

  また、結婚を当然のものとする規範が弛緩したことが、いずれの議論においても前提と

して指摘されている。

◆統計データを用いた分析



　未婚率の推移と、初婚年齢の組み合わせの変化について、最近 20 年間の統計を整理し

た。

1.未婚率は、ほぼすべての年齢階級において上昇している。

2.初婚年齢を、平均ではなく、組み合わせとしてとらえ、その分布の変化をみると、この

20 年間に、男女の年齢が 20 代半ばから後半同士という組み合わせが占める比率が大幅に

低下し、年齢の組み合わせが多様化していることが明らかになった。これは、平均年齢の

上昇という側面からだけではとらえられない変化である。

◆メディアのなかの「未婚」

(1)新聞

　1985 年から 96 年の期間における「結婚」「未婚」を含む記事を検索し、その内容分析

を行った。

結婚を取り上げた記事は 1990 年代になって増えている。結婚が個人の判断であるという

趣旨のものが 92 年頃から顕著になっている。

(2)雑誌

　1997 年の 10 月から 12 月の主要な雑誌のなかから結婚に関する記事を収集・分類し、

内容分析を行った。

多くの雑誌で結婚を取り上げた記事が掲載され、特集も組まれている。それらは、結婚を

考える際の一種のマニュアル的な内容を含むもの、近未来の自己像として受容されるもの、

また直接関わらないか話題や気晴らしとして受けとらえるもの、に大別できる。さらに、

以上のようなタイプに関わらず、結婚が大都市圏で生活をしていることを前提に描かれて

いることを共通点として指摘できる。

◆結婚・未婚の現状に関する実証研究

(1)インタビュー調査

　結婚相談所、未婚者、既婚者を対象としたインタビューを高知県下で実施した。その結

果、地方の人びとの結婚をめぐる現状としては次のようなことが指摘できる。

1.20 歳前後の結婚、30 代・ 40 代での結婚が増えている。

2.「結婚はしたい」と思っているが、それは自分の生活設計のなかでの判断に基づくもの

であると考えている。それに対して、周囲の人びとからは、「条件ばかり増やす」、「晩婚

化」という指摘がある。

3.いわゆる「適齢期」に同性と時間を過ごす傾向がみられる。地元の活動や、見合いのた

めのイベントにもあまり参加しない。

4.地方で結婚した人たちは、既に就職をし、周囲の年配の人たちの後押しによつて相手を

見つけている。

以上の結果を要約すれば、次の点か指摘できる。

・結婚年齢の多様化

・人間関係の変化



・「未婚」について、当事者と周囲の(特に年配の)人びととの解釈の相違

・就職などによる長期的な生活設計と結婚との関連性

(2)意識調査

 「研究の目的」で示した居住地の移動、生活設計と結婚との関連性を明らかにするため

に、高知県下のある高校の卒業生を対象として郵送による意識調査を実施した。その主要

な知見は次の通りである。

1.結婚の類型(結婚年齢および未婚)によって、高校卒業後の移動経歴に違いがみられる。

結婚年齢が上昇するにつれて、大都市圏での生活経験のある人たちの比率が上昇する。

2.25-27 歳で結婚した人たちと、28 歳で未婚の人たちとを比較すると、未婚であった時期

の人間関係や意識に相違がみられる。

(a)時間を過ごす際に最も大切にした人たちは、25-27 歳で結婚した人たちの場合には「仕

事・職場の人たち」という回答が相対的に多く、28 歳で未婚の人たちの場合には「学校

時代の友人」という回答が相対的に多い。

(b)未婚時代の居住地での居住継続について、「住み続けたいと思わなかった」とする回答

が、25-27 歳で結婚した人たちよりも、28 歳で未婚の入たちの方がやや高い。

(c)生活設計に関しては、25-27 歳で結婚した人たちは、28 歳時点で未婚だった人たちよ

りも、「数年先のことまで考えていた」という比率か高い。

 以上のような大都市における生活の経験の有無による差は、直接的には地方出身者に関

わる問題である。しかし、大都市出身者も都市生活のなかで同様の影響を受けていること

を推測することが可能ではないだろうか。

<結論>

◆「未婚」の社会的要因

  メディアのなかで描かれる結婚は、個人の主体的な判断であり、大都市部での生活がそ

の前提として描かれている。

  現在の人びとは結婚を強く自覚している。それは、「結婚はしたい」と思っているとい

うことであり、個人の生活設計の一部として絶えず考えているということでもある。また、

都市生活への期待は大きく、進学･就職の理由で移動を経験することが一般化している。

その結果、生活の場が安定せず、周囲との人間関係が結婚に結びつかないままであること

が推測される。こうして、人生設計が未確定のまま加齢する。したがって、生活設計の一

部としての結婚についても、個人の判断としてとらえる傾向が顕著になっている。その結

果として、決断が困難になっている。

◆提言

  長期的な生活設計が可能な地域の形成が必要ではないだろうか。生活の安定、長期的な

生活設計が可能になれば、その結果としての結婚も増えることが推測される。別の言い方

をすれば、若者が定住できる場所･10代からの生活設計ができるような地域の形成であり、

移動が前提にならず、住み続けられる地域、住み続けたい場所が形成されることである。


